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株 主 各 位

第20回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連 結 持 分 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（2018年４月１日から2019年３月31日）

アイティメディア株式会社

連結計算書類の連結持分変動計算書、連結注記表及び計算書類の株主資本等変
動計算書、個別注記表につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ
き、当社ホームページ（https://corp.itmedia.co.jp/ir/）に掲載し、株主の
皆様に提供しております。

表紙
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連結持分変動計算書

（ 自　2018年 4 月 1 日
至　2019年 3 月31日 ）

（単位：千円）
親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資 本 合 計
資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自 己 株 式

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額

合 計

2018年４月１日残高 1,708,712 1,797,642 1,861,367 △344,414 68,481 5,091,789 10,602 5,102,391
当期利益又は
当期損失（△） 376,750 376,750 △45,507 331,243

その他の包括利益 127,703 127,703 127,703

当期包括利益 － － 376,750 － 127,703 504,454 △45,507 458,947

所有者との取引額等

新株の発行 560 550 1,110 1,110

剰余金の配当 △194,893 △194,893 △194,893
その他の包括利益累計額
から利益剰余金への振替 10,837 △10,837 － －

所有者との取引額等合計 560 550 △184,055 － △10,837 △193,782 － △193,782

2019年３月31日残高 1,709,272 1,798,192 2,054,062 △344,414 185,347 5,402,461 △34,905 5,367,556

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結計算書類の作成基準

　アイティメディア株式会社および連結子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第
120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」）に準拠して作成しております。
　なお、本計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。

　連結子会社の数　　　３社
　連結子会社の名称　　発注ナビ株式会社、有限会社ネットビジョン、ナレッジオンデマンド株式会社

３．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社の数　　　１社
　持分法を適用した関連会社の名称　　アイティクラウド株式会社

　2018年４月13日にクラウド製品をはじめとするIT製品の選択・導入に役立つ製品レビューメディア事業
の運営を行うアイティクラウド株式会社に出資し、持分法適用関連会社化しております。

４．会計方針に関する事項
⑴ 金融商品の評価基準及び評価方法

当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第９号「金融商品」を適用しております。

(a)．金融商品
金融資産および金融負債は、当社が金融商品の契約上の当事者になった時点で認識しております。
金融資産および金融負債は当初認識時において公正価値で測定しております。純損益を通じて公正

価値で測定する金融資産（以下、「FVTPLの金融資産」）および純損益を通じて公正価値で測定する
金融負債（以下、「FVTPLの金融負債」）を除き、金融資産の取得および金融負債の発行に直接起因
する取引コストは、当初認識時において、金融資産の公正価値に加算または金融負債の公正価値から減
算しております。FVTPLの金融資産およびFVTPLの金融負債の取得に直接起因する取引コストは純損
益で認識しております。

(b)．非デリバティブ金融資産
非デリバティブ金融資産は、「償却原価で測定する金融資産」、「その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する負債性金融資産」（以下「FVTOCIの負債性金融資産」）、「その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金融資産」（以下「FVTOCIの資本性金融資産」）、「FVTPLの金融資産」
に分類しております。この分類は、金融資産の性質と目的に応じて、当初認識時に決定しております。

通常の方法によるすべての金融資産の売買は、約定日に認識および認識の中止を行っております。通
常の方法による売買とは、市場における規則または慣行により一般に認められている期間内での資産の
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引渡しを要求する契約による金融資産の購入または売却をいいます。

ⅰ．償却原価で測定する金融資産
以下の要件がともに満たされる場合に「償却原価で測定する金融資産」に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデル

の中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ

ーが所定の日に生じる。
当初認識後、償却原価で測定する金融資産は実効金利法による償却原価から必要な場合には減損

損失を控除した金額で測定しております。実効金利法による利息収益は純損益で認識しておりま
す。

ⅱ．FVTOCIの負債性金融資産
以下の要件がともに満たされる場合に「FVTOCIの負債性金融資産」に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの中で保

有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ

ーが所定の日に生じる。
当初認識後、FVTOCIの負債性金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損

益は、その他の包括利益で認識しております。その他の包括利益として認識した金額は、認識を中
止した場合、その累計額を純損益に振り替えております。FVTOCIの負債性金融資産に分類された
貨幣性金融資産から生じる為替差損益、FVTOCIの負債性金融資産に係る実効金利法による利息収
益は、純損益で認識しております。

ⅲ．FVTOCIの資本性金融資産
資本性金融資産については、当初認識時に公正価値の変動を純損益ではなくその他の包括利益で

認識するという取消不能な選択を行っている場合に「FVTOCIの資本性金融資産」に分類しており
ます。当初認識後、FVTOCIの資本性金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評
価損益は、その他の包括利益で認識しております。

認識を中止した場合、もしくは著しくまたは長期に公正価値が取得原価を下回る場合に、その他
の包括利益を通じて認識された利得また損失の累計額を直接利益剰余金へ振り替えております。
なお、FVTOCIの資本性金融資産に係る受取配当金は、純損益で認識しております。

ⅳ．FVTPLの金融資産
上記の「償却原価で測定する金融資産」、「FVTOCIの負債性金融資産」および「FVTOCIの資

本性金融資産」のいずれにも分類しない場合、「FVTPLの金融資産」に分類しております。なお、
いずれの金融資産も、会計上のミスマッチを取り除くあるいは大幅に削減させるために純損益を通
じて公正価値で測定するものとして指定しておりません。
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当初認識後、FVTPLの金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益、配
当収益および利息収益は純損益で認識しております。

ⅴ．金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産、FVTOCIの負債性金融資産に対する予想信用損失について、貸倒

引当金を認識しております。当社グループは、期末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認
識時点から著しく増加しているかどうかを評価しております。金融資産に係る信用リスクが当初
認識以降に著しく増大していない場合には、金融資産に係る貸倒引当金を12カ月の予想信用損失
と同額で測定しております。一方、当初認識時点から信用リスクが著しく増大している場合、また
は信用減損金融資産については、金融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定
しております。ただし、営業債権については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定
しております。

予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況、並びに将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコ

ストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
当該測定に係る貸倒引当金の繰入額、および、その後の期間において、貸倒引当金を減額する事

象が発生した場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識しております。
金融資産の全体または一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、当該金額

を貸倒引当金と相殺して帳簿価額を直接減額しております。
ⅵ．金融資産の認識の中止

当社は、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、または
金融資産を譲渡し、その金融資産の所有に係るリスクと経済価値を実質的にすべて移転した場合
に、当該金融資産の認識を中止しております。

(c)．非デリバティブ金融負債
非デリバティブ金融負債は、「FVTPLの金融負債」または「償却原価で測定する金融負債」に分類

し、当初認識時に分類を決定しております。
非デリバティブ金融負債は、１つ以上の組込デリバティブを含む混合契約全体についてFVTPLの金

融負債に指定した場合に、FVTPLの金融負債に分類しております。当初認識後、FVTPLの金融負債は
公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益および利息費用は純損益で認識しております。
　償却原価で測定する金融負債は当初認識後、実効金利法による償却原価で測定しております。

金融負債は義務を履行した場合、もしくは債務が免責、取消しまたは失効となった場合に認識を中止
しております。
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⑵ 重要な固定資産の減価償却の方法及び減損
　①　有形固定資産

　有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額で測定しております。取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び
設置場所の原状回復費用の当初見積額を含めております。
　減価償却費は、見積耐用年数にわたって定額法により算定しております。償却可能価額は、資産の取
得価額から残存価額を差し引いて算出しております。建設仮勘定は減価償却を行っておりません。

主要な有形固定資産の見積耐用年数は、以下の通りです。
・建物及び構築物　　　　15年
・工具、器具及び備品　　３年～８年

　資産の減価償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見
積りの変更として将来に向かって適用しております。
　ファイナンス・リースにより保有する資産は、リース期間の終了時までに所有権の移転が確実である
場合には見積耐用年数で、確実でない場合はリース期間とリース資産の見積耐用年数のいずれか短い期
間にわたって減価償却を行っております。

　②　のれん
　当初認識時におけるのれんの測定は、移転した対価と被取得企業の非支配持分の金額の合計が、支配
獲得日における識別可能な資産および負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定しておりま
す。この差額が負の金額である場合には、直ちに純損益で認識しております。のれんは、当初認識後、
取得原価から減損損失累計額を控除した金額で測定しております。
　のれんは償却を行わず、各年度の一定時期およびその資金生成単位に減損の兆候がある場合にはその
都度、減損テストを実施しております。減損については「④有形固定資産、のれん及び無形資産の減損」
をご参照ください。

　③　無形資産
　無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した
金額で測定しております。
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合により取得した無
形資産は、当初認識時にのれんとは区分して認識し、支配獲得日の公正価値で測定しております。IAS
第38号「無形資産」の資産化要件を満たさない研究開発支出は、発生時に費用として認識しておりま
す。
　無形資産の償却費は、見積耐用年数にわたって定額法により算定しております。
　主要な無形固定資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りです。

・ソフトウエア　　　　　　　　５年
・顧客関連資産　　　　　　　　11年
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　資産の償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積り
の変更として将来に向かって適用しております。

　④　有形固定資産、のれん及び無形資産の減損
⒜ 有形固定資産及び無形資産の減損
　当社グループでは、各四半期末日に、有形固定資産及び無形資産が減損している可能性を示す兆候の
有無を判断しております。
　減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しております。個々の資産の回収可能価額
を見積もることができない場合には、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額を見積もっており
ます。資金生成単位は、他の資産または資産グループからおおむね独立したキャッシュ・イン・フロー
を生み出す最小単位の資産グループとしております。
　回収可能価額は、「処分費用控除後の公正価値」と「使用価値」のいずれか高い方で算定しておりま
す。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値およびその資産の固有のリスクを反
映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いて算定しております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、減損損失は純損益で認識しております。

⒝ のれんの減損
　のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位または資金生成単位
グループに配分し、各年度の一定時期およびその資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆
候がある場合にはその都度、減損テストを実施しております。減損テストにおいて資金生成単位または
資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失は資金生成単位または資
金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減額し、次に資金生成単位または資金生成単位
グループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価額から減額しております。
　のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間に戻入れは行いません。

⒞ 減損の戻入れ
　のれん以外の資産における過年度に認識した減損損失については、各四半期末日において、減損損失
の減少または消滅を示す兆候の有無を判断しております。減損の戻入れの兆候がある場合には、その資
産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行っております。回収可能価額が、資産または資金生
成単位の帳簿価額を上回る場合には、回収可能価額と過年度に減損損失が認識されていなかった場合の
償却または減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、減損損失の戻入れを実施して
おります。

⑶ 重要な引当金の計上基準
　引当金は、当社グループが過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務を負い、債務の
決済を要求される可能性が高く、かつその債務の金額について信頼性のある見積りが可能な場合に認識し
ております。
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　引当金は、期末日における債務に関するリスクと不確実性を考慮に入れた見積将来キャッシュ・フロー
を貨幣の時間価値およびその負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いて
測定しております。
　引当金の内容は以下のとおりであります。

・資産除去債務
貸借契約終了時に原状回復義務のある貸借事務所の原状回復費用見込額について、資産除去債務を計

上しております。これらの費用の金額や支払時期の見積りは、現在の事業計画等に基づくものであり、
将来の事業計画により今後変更される可能性があります。

⑷ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　①　棚卸資産

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。棚卸資産は、主に
メディア掲載前の記事原稿で構成されております。取得原価は、主として個別法に基づいて算定しており
ます。

　②　外貨換算
　外貨建取引

　グループ各社の財務諸表は、その企業の機能通貨で作成しております。機能通貨以外の通貨（外貨）
での取引は取引日の為替レートを用いて換算しております。
　外貨建貨幣性項目は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しております。公正価値で測定している
外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に換算しております。
　換算によって発生した為替換算差額は、純損益で認識しております。

　③　退職給付
　当社グループは従業員の退職給付制度として確定拠出制度を採用しております。
　確定拠出制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した基金に拠出し、その拠出額以上の支払について
法的または推定的債務を負わない退職給付制度です。
　確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識し、未払拠出額を債務と
して認識しております。

　④　収益
　当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を当連結会計年度から適用しておりま
す。
　当社グループにおける主要な売上収益はサービスの提供に関する収益であり、サービスの提供に関する
収益は原則として、その取引の進捗度に応じて認識しております。当社グループにおける売上収益は、デ
ィスプレイ広告、タイアップ広告、ターゲティング広告等からなります。
　ディスプレイ広告は、期間保証型の広告サービスを提供しており、契約で定められた期間に渡り、ウェ
ブサイト上に広告を掲載する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足されるものであ
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り、収益は当該契約期間に応じて認識しております。
　タイアップ広告は広告記事制作およびセミナーやイベントの企画運営等からなります。広告記事制作は、
ウェブサイト上に広告記事ページを制作し、期間保証型の掲載を行う広告サービスを提供しております。
当該サービスは契約で定められた期間に渡り、ウェブサイト上に広告記事ページを掲載する義務を負って
おります。当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、広告記事ページが掲載される期間に応じて
収益を認識しております。セミナーやイベントの企画運営については、セミナーやイベントの企画・告知・
集客・運営等のサポートを行うサービスを提供しております。当該履行義務はセミナーやイベントが開催
される毎に充足されると判断しており、開催期間にわたって収益を認識しております。
　ターゲティング広告は、顧客企業の情報を掲載したコンテンツを会員ユーザが閲覧することにより収集
されたプロファイル（営業見込み客情報）を顧客企業へ提供しております。ターゲティング広告について
は、プロファイルの引渡時点において履行義務が充足されると判断しており、当該引渡時点において収益
を認識しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
　当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準書を適用しております。

基準書及び解釈指針 新設・改訂の概要

IFRS第９号 金融商品 金融商品の分類および測定、減損会計、ヘッジ会
計の処理および開示要求

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益の認識に関する会計処理および開示要求

　その他の新たな基準書および解釈指針の適用による当社グループへの重要な影響はありません。

Ⅲ．連結財政状態計算書に関する注記
１．資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権 6,948千円

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額　97,056千円

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記
　減損損失

　当社の連結子会社であるナレッジオンデマンド株式会社の業績動向等を踏まえ、減損テストを実施した結果、
回収可能価額が帳簿価額を下回ることとなったため、減損損失158,280千円を計上しております。
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Ⅴ．連結持分変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び数

普通株式 20,208,600株

２．配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当金（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2018年
５月24日
取締役会

普通株式 97,443 5.00 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年
10月31日
取締役会

普通株式 97,449 5.00 2018年９月30日 2018年12月６日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2019年５月23日開催の取締役会において次のとおり決定することを予定しております。
① 配当金の総額　　　　116,973千円
② １株当たり配当額　　6.00円
③ 基準日　　　　　　　2019年３月31日
④ 効力発生日　　　　　2019年６月27日

⑶ 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数
普通株式 334,800株

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業を営む上で様々な財務上のリスク（為替リスク、金利リスク、信用リスクおよび流
動性リスク）が発生します。当該財務上のリスクの防止および低減のために、一定の方針に従いリスク管理
を行っております。
　また、当社グループの方針として、デリバティブ取引は行っておりません。

⑴ 市場リスク
① 為替リスク
　当社グループは、外貨建取引を行っているため、主に米ドルレートの変動により生じる為替リスクに
晒されています。当社グループは、当該リスクを管理する目的として、為替相場の継続的なモニタリン
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グを行っております。
② 金利リスク
　当社グループは、主に投資活動に伴う資金の運用においても金利変動リスクに晒されております。ま
た、必要に応じて有利子負債による資金調達を実施することとしておりますが、通常、有利子負債の残
高は僅少であることから、金利変動リスクは僅少であります。

⑵ 信用リスク
　当社グループは、事業を営む上で、営業債権及びその他の債権およびその他の金融資産（株式など）に
おいて、取引先の信用リスクがあります。
　当社グループは、当該リスクの未然防止または低減のため、過度に集中した信用リスクを有しておりま
せん。また当該リスク管理のため、当社グループの与信管理規程に従い、取引先毎に与信調査および与信
極度額を設定し、取引先の信用状態に応じて必要な対応を行っているほか、取引先毎の期日管理および残
高管理を行い、信用状況を定期的にモニタリングしております。
　当社グループは、取引先の信用状態に応じて営業債権等の回収可能性を検討し、減損損失を認識してお
りますが、過去に重要な減損損失を計上した実績はありません。また、期日が経過しておらず減損もして
いない営業債権等について、債務者が債務を履行できないという兆候は当連結会計年度末現在、発生して
おりません。

⑶ 流動性リスク
　当社グループは、主に営業取引および投資活動に伴う資金の運用において、流動性リスクに晒されてお
ります。
　当該リスクの未然防止または低減のため、資金運用については原則として１年超の運用は行わないこと
としており、資金運用を行う場合は、流動性があり元本欠損リスクが極めて小さいものに限定して行って
おります。

２．金融商品の公正価値等に関する事項
　金融商品の公正価値の測定方法は以下のとおりであります。

⑴ 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権
　満期までの期間が短期であるため、あるいは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。

⑵ その他の金融資産
　市場性のある有価証券の公正価値は取引所の価格によっております。市場性のない株式は、独立した第
三者間取引による直近の取引価格を用いる方法、修正純資産法（対象会社の保有する資産および負債の公
正価値を参照することにより、公正価値を算定する方法）により、公正価値を測定しております。
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⑶ 営業債務及びその他の債務、有利子負債及びその他の金融負債
　短期間で決済される営業債務及びその他の債務および有利子負債及びその他の金融負債については、公
正価値は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　金融資産および金融負債の帳簿価額は公正価値と一致または近似しているため、公正価値の開示を省略
しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり親会社所有者帰属持分 277円11銭
基本的１株当たり当期利益 19円33銭
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Ⅷ．その他の注記
アイティクラウド株式会社の持分法適用関連会社化

　当社は、2018年３月22日開催の取締役会において、ソフトバンク コマース＆サービス株式会社（現SB 
C&S株式会社、以下SB C&S）との間で、クラウド製品をはじめとするIT製品の選択・導入に役立つ製品レ
ビューメディア事業の運営を行う「アイティクラウド株式会社」を設立することを決議し、同日付で合弁契
約を締結いたしました。当該合弁契約に基づき、2018年４月13日に資本金等の払い込みを実施し、アイテ
ィクラウド株式会社は当社の持分法適用関連会社となりました。

１．出資の目的
　ソフトウェア、ハードウェアからモバイル通信を含むネットワークインフラまで、4,000社以上の製品
ベンダーの40万点を超える豊富な商材を取引する国内最大級のディストリビューターであり、ベンダー
との接点に強みを持つSB C&Sと、インターネット専業のメディア企業として、テクノロジー関連分野を
中心とした情報やサービスを提供し、ユーザーとの接点に強みを持つ当社が、それぞれが持つ事業基盤や
データを活用し、クラウド製品をはじめとするIT製品の選択・導入に役立つ製品レビューメディア事業を
展開することを目的に出資いたしました。

２．合弁会社の概要
（2019年３月31日現在）

名 称  アイティクラウド株式会社
所 在 地  東京都港区新橋１丁目９番２号
代 表 者  倉光　哲男

事 業 内 容  クラウド製品をはじめとするIT製品の選択・導入に役立つ
 製品レビューメディア事業

資 本 金 等 の 額  300,000千円
設 立 年 月 日  2018年４月２日

出 資 比 率  当社　40.0％
 SB C&S株式会社　60.0％

３．出資の概要
(1) 出資日
　　　　2018年４月13日
(2) 支払対価
　　　　現金　　120,000千円
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株主資本等変動計算書

（ 自　2018年 4 月 1 日
至　2019年 3 月31日 ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資 本 準 備 金

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

2018年４月１日残高 1,708,712 1,752,245 1,855,901 △344,414 4,972,445
事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 560 560 1,120
剰 余 金 の 配 当 △194,893 △194,893
当 期 純 利 益 303,210 303,210
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 560 560 108,317 － 109,437
2019年３月31日残高 1,709,272 1,752,805 1,964,219 △344,414 5,081,883

評価・換算
差額等 新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
2018年４月１日残高 138 4,562 4,977,146
事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 △14 1,106
剰 余 金 の 配 当 △194,893
当 期 純 利 益 303,210
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 189,539 189,539

事業年度中の変動額合計 189,539 △14 298,962
2019年３月31日残高 189,677 4,548 5,276,109

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針
⑴重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
ａ）子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法
ｂ）その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②たな卸資産

仕掛品　　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法
（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

⑵重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

（リース資産を除く）

②無形固定資産
（リース資産を除く）

主として定額法
ただし、工具器具及び備品は定率法を採用しております。
・建物　　　　　　 15年
・工具器具及び備品 ３ 年～ ８ 年
・ソフトウエア

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

・のれん
のれんは５年で均等償却しております。

・顧客関連資産
顧客関連資産は、効果の及ぶ期間（11年）に基づく定額法によ
っております。

③リース資産　　　　　　　　　　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

⑶重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　　　　従業員の賞与等の支出に備えるため、支出見込額に基づいて当事
業年度に負担すべき金額を計上しております。
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⑷その他計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第
36号　2018年1月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）を2018年４月１日以後適用し、従業員
等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関す
る会計基準」（企業会計基準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしまし
た。
　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項（３）に定める経過的な取
扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約
権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

３．表示方法の変更に関する注記
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。
　この結果、前事業年度において「流動資産」に区分されていた「繰延税金資産」（前事業年度74,000千
円）は、当事業年度において「投資その他の資産」の「繰延税金資産」13,887千円に含めて表示しており
ます。

４．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 98,194千円
⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 158,262千円
短期金銭債務 251千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 28,725千円
売上原価 300千円
販売費及び一般管理費 13,470千円

営業取引以外の取引による取引高 4,677千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数

普通株式 712,999株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 35,647千円
賞与引当金 48,903千円
未払事業税 11,353千円
未払費用 6,678千円
減価償却費超過額 35,723千円
資産除去債務 11,819千円
関係会社株式評価損 39,218千円
投資有価証券評価損 9,186千円
資産調整勘定 32,450千円
その他 3,701千円

繰延税金資産小計 234,681千円
評価性引当額 △94,881千円
繰延税金資産合計 139,800千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △9,641千円
顧客関連資産 △32,558千円
その他有価証券評価差額金 △83,712千円

繰延税金負債合計 △125,912千円
繰延税金資産の純額 13,887千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴親会社及び法人主要株主等

　該当事項はありません。
⑵子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
ナレッジ
オンデマ
ンド株式
会社

東京都
千代田区 58,500

ソフトウ
ェア製品
の開発・
販売

64.8

運転資金の
援助 資金の貸付 50,000 短期

貸付金 121,400

役員の派遣 貸付金の
返済 10,000

利息の受取 2,117

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．ナレッジオンデマンド株式会社への貸倒懸念債権に対し、112,750千円の貸倒引当金を設定しており

ます。また、当事業年度において112,750千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
⑶兄弟会社等

　該当事項はありません。
⑷役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 270円40銭
１株当たり当期純利益 15円56銭

10．連結配当規制適用会社に関する注記
　当社は、連結配当規制の適用会社であります。

11．その他の注記
　連結注記表「Ⅷ．その他の注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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